
九州大学・人間環境学研究院・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１７１０２

若手研究(B)

2019～2017

蓄電・蓄熱も考慮した都市エネルギー供給設備の配置計画手法の構築

Develop of a method for planning the layout of urban energy supply equipment 
that considers electricity storage and heat storage

６０４３２８２９研究者番号：

住吉　大輔（SUMIYOSHI, Daisuke）

研究期間：

１７Ｋ１４７７３

年 月 日現在  ２   ６   ５

円     3,300,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、都市におけるエネルギー供給形態の最適な組み合わせを、蓄電、蓄熱技
術を含めて検討するエリアエネルギー解析手法の構築を目的として研究を進めた。本研究によって、GISデータ
から非住宅建築物の5分間隔のエネルギー需要(電力、冷房、暖房、給湯)を推定する手法を開発した。また、都
市内にエネルギー供給設備(太陽光発電、地域冷暖房施設など)や蓄熱・蓄電技術(水蓄熱槽・蓄電池など)を導入
した場合のエネルギーシミュレーションが行えるシミュレーターを構築した。シミュレーターを用いて都市域に
おける地域冷暖房施設の導入効果や離島における住宅街区の適切なPVと太陽熱給湯器の普及割合などについて明
らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this research, the research was advanced for the purpose of constructing 
the area energy analysis method which examines the optimal combination of the energy supply forms in
 the city, including the power storage and heat storage technologies. In this research, we developed
 a method to estimate energy demand (electric power, cooling, heating, hot water supply) of 
non-residential buildings every 5 minutes from GIS data. In addition, we have built a simulator that
 can perform energy simulation when energy supply facilities (photovoltaic power generation, 
district heating and cooling facilities, etc.) and heat/electricity storage technologies (water 
storage tanks, storage batteries, etc.) are installed. Using a simulator, we clarified the effects 
of introducing district heating and cooling facilities in urban areas, and appropriate PV and solar 
water heater installing rates in residential areas on remote islands.

研究分野： 建築設備
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究ではGISデータから非住宅建築物の5分間隔のエネルギー需要(電力、冷房、暖房、給湯)を推定する手法、
およびそれに基づいてエネルギー設備の運転状況を再現するシミュレーターを開発した。これによってGISデー
タさえあれば、日本中のどこであってもエネルギー供給設備の適切な配置が検討できるようになった。今後、再
生可能エネルギーがますます普及すれば、余剰電力をどのように吸収するかや、ピーク電力をどのように抑える
かが必ず課題となる。本研究の成果は、需要側(建物側)も含めて、エネルギーの供給について検討できるように
したものであり、再生可能エネルギーの普及に欠かせない課題の解決に貢献するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
○都市エネルギーシステムをとりまく社会情勢 
2015 年 7 月に政府は温室効果ガスの排出量を 2030 年までに 2013 年比で 26%削減する目標を

示した。これと並行して資源エネルギー庁は今後の電力、ガス供給事業の自由化に関するスケジ
ュールとして、電力小売全面自由化(2016 年)、送配電部門の分離(2018 年～2020 年目処)、ガス
小売全面自由化(2017 年目処)、ガス導管部門の分離(2022 年目処)を順次進めていくことを公表
している 1）。また、同庁の「水素・燃料電池戦略ロードマップ」では、家庭用燃料電池について
2030 年に 530 万台を普及させること、業務・産業用燃料電池として発電効率が比較的高い SOFC
（固体酸化物形燃料電池）型の 2017 年の市場投入を目指すとしている 2）。これらのことは、従
来の系統電力やガス配管からの広域型のエネルギー供給から、エネルギープラントによる中規
模集中型や各建物、各家庭での設備導入による分散型のエネルギー供給へと移行していくこと
を示している。 
こうした分散型電源の中心はコージェネレーションとバイオマスや太陽光発電をはじめとす

る再生可能エネルギーである。政府は、2030 年時点の電源構成に占める再生可能エネルギーの
割合について 22～24％という目標を示している。しかし、太陽光発電については日射が強けれ
ば同時に大量の発電が行われ地域の電気容量を超える、中間期などの昼間には系統全体の電気
容量を超え電力供給を不安定にするという問題が指摘されている。このことは、今後再生可能エ
ネルギーを導入していくためには、都市インフラとしてのエネルギー供給の解析において電力
需要のピークや発電のピークを考慮した時系列の検討が必要であること、蓄電や蓄熱といった
エネルギーを蓄える技術の導入が不可欠であることを示している。また、こうしたエネルギーの
供給と消費に関する検討は個別建物の設備計画では解決せず、都市インフラとして都市計画の
中に含むべき事項となってきており、従来の都市計画に詳細なエネルギー設備計画を重ね合わ
せる必要がある。 
○都市エネルギーシステムに関する既往研究 
本研究と関連する既往研究を整理すると、①GIS(地理情報システム)を用いてマクロに都市の

エネルギー消費量を分析するもの、②時系列の需要解析から設備機器の容量設計を行うもの、の
2つがある。①について GIS などを用いて都市のエネルギー解析を行う研究は散見される例えば
3)-5)など。しかし、これらは年間値や月間値としてエネルギー消費量を捉えるもので、時系列の
エネルギー需要を推計し都市のエネルギー計画に活かす主旨の研究は見当たらない。 
②について、高村ら 6)は家庭および業務部門における 5 分間隔の電力需要推計モデルを構築

し,地域の PV および蓄電池の配置計画を行っている。本研究を遂行する上で参考になる内容で
はあるが、電力需要の推計に留まり熱需要は推計されていない。また、施ら 7)や小河ら 8)は街区
を対象に電力および熱需要を考慮した発電設備・地域冷暖房設備の最適容量設計に取り組んで
いる。これらも本研究と関連が深いが、熱の搬送動力も考慮した機器の配置計画とはなっていな
い。GIS は都市内の建物配置や各建物の階高などの情報を有しており、これを用いた都市の時系
列エネルギー需要予測手法を確立し、その結果を基にエネルギー供給計画を立案する方策が必
要である。 
 

２．研究の目的 
 本研究では以下の 3点を目的に研究を行う。 

 近年都市計画の中心ツールとなっている GIS を用いて、地域における年間の電力・温熱・冷
熱・給湯の需要を時系列データとして推計する手法を開発する。 

 都市におけるエネルギー設備の最適構成・最適配置を計算する手法を開発する。対象とする
エネルギー設備は、熱源・搬送設備、給湯設備、再生可能エネルギー設備、コージェネレー
ション設備、蓄電・蓄熱設備とする。蓄電設備には電気自動車も含め、交通も含めて都市の
エネルギー計画を考える手法とする。 

 住宅中心街区、商業中心街区における最適なエネルギーシステムの構成についてケースス
タディを行い、最適設備構成・最適配置とその省エネルギー効果を明らかにする。 

 
３．研究の方法 
研究の目的を達成するため、図 1に示す研究フローで研究を遂行する。課題の中心となるのは

STEP1-4 の需要パターンの推計手法の開発、および STEP2-2 のエネルギーシステムの全体計算モ
デル構築である。初年度からこれら 2つの課題の達成に向けてパラレルに研究を進める。福岡市
アイランドシティの住宅街を当面の研究対象とし、当研究室で所有する街区のエネルギーデー
タを用いて精度検証を行う。その後、STEP3 で STEP1 と STEP2 の研究成果を統合し、STEP4 でケ
ーススタディを実施して、最適なエネルギーシステムの提案(STEP6)を行う。エネルギーシステ
ムの計算は GIS の外で別プログラムを作成し行う予定であり、計算結果を GIS に返し視覚的に
理解しやすくする方法を STEP5 にて検討する。STEP4 以降は福岡天神の都心地域も対象に加え
る。なお、この研究フローは申請時に提出したものである。概ねこのフロー通り研究を遂行でき
た。 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 研究フロー 
 

４．研究成果 
（1）ＧＩＳデータを用いたエネルギー需要推定プログラムの開発 
開発した非住宅建築物のエネルギー需要推計手法について述べる。本手法では、地区のエネル

ギー需要変動を、Geographic Information System(以下、GIS)の建物データに基づき、非住宅 6
業種(病院・ホテル・事務所・商業・飲食・教育)を対象に、エネルギー用途(電力・冷房・暖房・
給湯)別に 5分間隔で推計を行う。 
本手法では、GIS データのうち延床面積と建物用途を用いて建物の需要を推計する。まず建物

用途並びにエネルギー用途別の基準年間需要原単位と基準需要変動割合を作成した。基準年間
需要原単位に各建物の延床面積を乗ずることで、基準年間需要量を算定できる。続いて、基準需
要変動割合を基準年間需要原単位と同じ資料を基に作成した。基準需要変動割合は、年間需要原
単位に対する各時刻の需要の割合を示しており、これに各建物の基準年間需要量を乗ずること
で基準となる需要変動を作成する。さらにこの基準変動に様々な要因によるばらつきを与える
ことで実建物のような需要の変動を再現する。実測データより得られた正規分布形の確率分布
関数と乱数を用いることで、現実的に起こりうる範囲で確率的にばらつきとぶれの再現を行っ
た。電力需要の計算式の例を式⑴に示す。暖房、冷房、給湯についても同様の方法で計算を行っ
ている。また、住宅についても居住者の生活スケジュールをベースに電力需要を計算するプログ
ラムを開発し、需要推計できるようにしている。 
EEl(t)= EyEl・REl(t) / Nd・A・C(A)・Ry・Rd      (1) 
 ここで,EEl(t)：電力時刻別需要[kWh], EyEl：電力業種別年間需要[kWh/㎡・年]，REl(t)：

電力時刻別需要割合[-]，Nd：月別曜日種別日数[日] ，A：延床面積[㎡] ，C(A)：面積による年
間需要補正値[-]，Ry：業種別年間需要ぶれ倍率[-] Rd：時刻別需要ぶれ倍率[-] 
 

（2）エネルギーシステムの全体計算モデル構築 
 本研究におけるエネルギー供給設備のシミュレーションモデルは、各供給設備の運用再現

が建物単体～地域規模までの様々なスケールで行え、さらに各建物の GIS データと需要推定デ
ータだけで運用を再現できる必要がある。非住宅建築物を対象としたエネルギー供給設備のシ
ミュレーションモデルは、これまで様々なソフトウェアが公開、または販売されている。国内で
はエネルギー供給設備のシミュレーションも可能な The BEST Program9)や空調設備のシミュレ
ーションが可能な LCEM ツール 10)、HASP11)といったプログラムがある。また特定のエネルギー供
給設備に限れば、CGS の導入効果を推定できる CASCADEⅢ12)や太陽光発電パネルの発電量を計算
できる Solar Pro13)などがある。一方で海外においても、空調設備や太陽光発電パネルの導入効
果を計算できる TRNSYS14)や Energy Plus15)など様々なプログラムをあげることができる。 
しかしこれらの既往ソフトでは、①一部のエネルギー供給設備を対象としている、②計算対象

は建物単体のみ、③計算時間間隔は変更できない(多くは 1時間間隔)、④計算のたびに専用ソフ
トウェアを、立ち上げソフトウェア内での作業が必要、といった特徴を有している。これらのこ
とから、上記プログラムをそのまま本研究に用いることは困難であると考え、既往研究や上記プ
ログラムを参考に、各供給設備の本研究用のモデルを開発し、1つのシミュレーションモデルに
統合させることにした。本研究では、CGS、DHC、PC、蓄電池、蓄熱槽、給湯機器の計 6つのエネ
ルギー供給設備および建物のエネルギー消費量の計算に必要な設備機器のモデルを開発した。
開発したのは、エネルギー供給システムとして CGS、補助熱源、蓄電池、蓄熱槽、給湯機器を対
象地域内の各非住宅建築に設置し、5 分間隔で各設備機器の応答を計算するプログラムである。
開発したプログラムの計算フローを図 2に示す。 
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（3）最適なエネルギーシステムの検討 
開発したエネルギー需要推計手法およびエネ

ルギーシステムの全体計算モデルによってＧＩ
Ｓデータさえあれば、どこでもエネルギー供給
設備の最適な構成などが検討できるようになっ
た。ここでは、福岡市天神を対象にした検討結果
を示す。 
①対象エリアの特性 
福岡県福岡市の天神明治通りエリアでは 2009

年に街の将来像として「グランドデザイン」が策
定され、アジアで最も創造的なビジネス街を目
指している 16)。今後 20年ほどで明治通りエリア
のビルの建て替えが大幅に進み、これまでより
大規模の建築物が建てられることが見込まれて
いる。しかし、それに伴いエネルギー需要が増加
すると考えられるため、将来のエネルギー需要
を考慮したエリアの開発計画が必要である。そ
こで、アンケート調査でエリアの現状を把握し
た上で、10年、20 年後の将来エネルギー需要の
推定を行い、天神明治通りエリアの段階的な建
て替えに伴って地域冷暖房施設を導入すること
により得られる省エネ効果の検討を行った。対
エリアは、福岡県福岡市天神 1,2 丁目に位する
商業業務地区で、対象敷地面積は 106,705 ㎡で
ある。対象エリアを図 3に示す。 
②シナリオの設定 
経済産業省の ZEB ロードマップ 17)では建築物

について、2020 年までに新築公共建築等で、2030
年までに新築建築物の平均で ZEB を実現するこ
とが目標に掲げられている。将来的に建て替え
られる建物は省エネルギー化が進み、現存の建
物と比べ外皮性能や設備機器性能が優れている
と考えられる。そこで ZEB 基準に着目してシナ
リオを設定した。 
設定したのは４つのシナリオである。シナリ

オ 0 は環境負荷低減対策を行わなかった場合の
BAU シナリオであり、現状の外皮性能や設備機器
性能を想定する。シナリオ Aは ZEB oriented を
基準としたシナリオであり 1 次エネルギー消費
量を基準 1次エネルギー消費量から事務所用途 
の建物では 30%、商業・飲食用途の建物では 40%の削減を目標としたシナリオである。シナリオ
Bは ZEB Ready を基準としたシナリオであり、基準 1次エネルギー消費量から 50%の削減を目標
とする。シナリオ A、Bにおいて建て替わる建物はシナリオ 0における推定エネルギー需要に比
べ ZEB 化されるものとしてエネルギー需要を低減させることとする。シナリオ Cは Nearly ZEB
を基準としたシナリオであり省エネだけでなく創エネを導入する。具体的には、シナリオ B の
ZEB 化に加え対象建物の総屋根面積の 50%に太陽光パネルを設置する想定とした。また、5 年後
10 年後に建て替わる建物に関して全てが ZEB 化することは現実的でないことから、シナリオ
A,B,C において、5年後には約 30%、10 年後には約 50%の建物が ZEB 化するものとした。 
対象地域の 2020 年から 10年ごとに 2050 年までの用途別延べ床面積の変遷を表 1に示す。延

べ床面積は天神明治通りのグランドデザインを基に設定した。建て替え計画では 2040 年には現
況と比べて建物件数が約 1/9 倍になるが、延べ床面積は約 2 倍になっており現況より規模の大
きい建物が建てられる想定である。建物用途別では事務所用途の延べ床面積が約 3 倍に増加し
ていることが特徴として挙げられる。また、地球温暖化の影響から将来の外気温は上昇すると考
えられることからその影響を加味している。 
③検討結果 
設定したシナリオを基に 5年間隔で 2050 年までの需要推計を行った。各シナリオで推定した

電力需要をエリア全体で合計した結果を図 4に示す。シナリオ 0では現況と比べ 2040 年に、電
力需要は約 1.8 倍に増加する。これは 2040 年にかけて延床面積が増加することが大きな要因で
ある。また、2050 年には建て替えによる設備更新により需要が減少する。シナリオ同士を比較
すると、ZEB oriented を推進すること（シナリオ A）で電力需要は約 25%削減、ZEB Ready を推
進すること（シナリオ B）で約 30%削減されることがわかる。 
各シナリオで推定した冷房需要をエリア全体で合計した結果を図 5 に示す。シナリオ 0では

現況と比べ 2040 年に、冷房需要は約 1.7 倍に増加する。図は割愛しているが暖房需要は 1.5 倍 

補助熱源
応答

各建物における
5分間隔電力需要＆
暖房、冷房、給湯の
各5分間隔熱需要

PVパネル
応答

蓄電池
応答

給湯機器
応答

CGS
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蓄熱槽
応答

データ入力
・建物用途、延床面積
・供給機の有無
・供給機器の設定

・PVパネルへの日射量 など

データ入力

5分間隔計算
終了日時到達

データ出力

5分間隔計算
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消費量計算 各建物における

5分間隔1次エネルギー
消費量

End

Start

図 2 エネルギー供給システムモデルの計算フロー 

図 3 対象エリア 

延べ床面積[㎥] 現況 2030年 2040年 2050年
ホテル 15,623 54,043 54,043 54,043
事務所 358,560 682,555 1,032,512 1,032,512
商業 402,586 397,464 391,289 391,289
飲食 2,113 2,087 2,054 2,054
合計 778,882 1,136,149 1,479,898 1,479,898

表 1 対象エリアの延床面積の推移(想定) 



に増加する。2040 年から 2050 年にかけては大幅な
増床がなく年々気温が上昇することから、冷房需要
は増加、暖房需要は減少傾向である。 
推計されたエネルギー需要を基に地域冷暖房施

設を導入した場合の省エネ効果試算を行った。比較
対象としてエリアの建物すべてにビル用マルチ空
調を設置したケースについても計算している。 
資源エネルギー庁の 2030 年の電源構成目標に基

づき 2050 年までの CO2 排出係数を設定した。地域
冷暖房施設を導入することによる CO2 排出量削減
効果試算をシナリオ B についてそれぞれ図 6 に示
す。BAU シナリオでは地域冷暖房導入により現況か
ら約 62%の削減、ZEB Ready 化と地域冷暖房導入に
より現況から約 78%の削減が可能である。各シナリ
オの CO2 排出量を図 7に示す。ZEB Ready 化と太陽
光パネルの設置、地域冷暖房の導入によって 2050
年に BAU シナリオと比べ約 46%削減が可能である。
また、エリアとしては 2050 年までに 78%のＣＯ２
排出量削減が可能であると考えられる。 
（4）まとめ 
本研究では、都市におけるエネルギー供給形

態の最適な組み合わせを、電力ピークや蓄電、蓄
熱技術を含めて検討するエリアエネルギー解析
手法の構築を目的として研究を進めた。 
本研究の成果として以下が挙げられる。 

 GIS データから非住宅建築物の 5 分間隔の
エネルギー需要(電力、冷房、暖房、給湯)
を推定する手法を開発した。 

 都市内にエネルギー供給設備(太陽光発電、
地域冷暖房施設など)や蓄熱・蓄電技術(水
蓄熱槽・蓄電池など)を導入した場合のエネ
ルギーシミュレーションが行えるシミュレ
ーターを構築した。 

 シミュレーターを用いて地域冷暖房施設の
導入効果を福岡天神地区で検討し、将来に
亘る CO2 排出量の削減目標を提案した。 

 紙面の都合で本報告書には記載できていな
いが、この他にもコージェネレーションシ
ステム（以下、CGS）の普及による省エネル
ギー効果の推定にも取り組み、CGS の逆潮
流可能量を高く設定した際に多くの建物で
最適な CGS 容量は増加し、省エネルギー効
果が向上する結果を得た。また、離島(島根
県隠岐の島)を対象にした検討も進め、島内
の住宅街区における適切な PV と太陽熱給
湯器の普及割合について明らかにした。 
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図 4 電力需要の推計結果 

図 5冷房需要の推計結果 

図 6 地域冷暖房設備の導入効果(シナリオＢ) 

図 7 シナリオ別の地域のＣＯ２排出量将来予測 
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